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令和元年度最低賃金額の改定に関する周知・広報の実施等について(協力依頼)

最低賃金行政の運営について、日頃から格別の御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げ

ます。

令和元年度の地域別最低賃金額の改定については、令和元年8月から 9月の聞に改定公

示のすべてが行われ、令和元年 10月1日から順次発効されます。

また、一定の事業又は職業に係る特定最低賃金額についても、今後改定・発効が予定され

ています。

これらの改定された最低賃金額(以下「改定額」としづ。)については、広く国民に周知

し、その履行確保を図る必要があることから、厚生労働省では、広報媒体を活用した周知・

広報に取り組んでいます。

ついては、貴団体におかれましでも、傘下の会員等に対し、改定最賃額及び発効日の周知

について、格別の御協力を賜りますようお願し、申し上げます。



令和元年度地域別最低賃金改定状況

都道府県名 改定額【円】 引上げ額【円】 発効年月日
※括弧肉の数字は改定前の地織別量低賃金額

北海道 861 ( 835 ) 26 2019年 10月3日

青森 790 ( 762 ) 28 2019年 10月4日

岩手 790 ( 762 ) 28 2019年 10月4日

宮城 824 ( 798 ) 26 2019年 10月1日

秋田 790 ( 762 ) 28 2019年 10月3B

山形 790 ( 763 ) 27 2019年 10月1日

福島 798 ( 772 ) 26 2019年 10月1日

茨城 849 ( 822 ) 27 2019年 10月1日

栃木 853 ( 826 ) 27 2019年 10月1日

群馬 835 ( 809 ) 26 2019年 10月6日

埼玉 926 ( 898 ) 28 2019年 10月1日

千葉 923 ( 895 ) 28 2019年 10月1日

東京 1，013 ( 985 ) 28 2019年 10月1日

神奈川 1，011 ( 983 ) 28 2019年 10月1日

新潟 830 ( 803 ) 27 2019年 10月6日

富山 848 ( 821 ) 27 2019年 10月1日

石川 832 ( 806 ) 26 2019年 10月2日

福井 829 ( 803 ) 26 2019年 10月4日

山梨 837 ( 810 ) 27 2019年 10月1日

長野 848 ( 821 ) 27 2019年 10月4日

岐阜 851 ( 825 ) 26 2019年 10月1日

静岡 885 ( 858 ) 27 2019年 10月4日

愛知 926 ( 898 ) 28 2019年 10月1日

ニ重 873 ( 846 ) 27 2019年 10月1日

滋賀 866 ( 839 ) 27 2019年 10月3日

京都 909 ( 882 ) 27 2019年 10月1日

大阪 964 ( 936 ) 28 2019年 10月1日

兵庫 899 ( 871 ) 28 2019年叩月1日

奈良 837 ( 811 ) 26 2019年 10月5日

和歌山 830 ( 803 ) 27 2019年 10月1日

鳥取 790 ( 762 ) 28 2019年 10月5日

島根 790 ( 764 ) 26 2019年 10月1日

岡山 833 ( 807 ) 26 2019年 10月2日

広島 871 ( 844 ) 27 2019年 10月1日

山 ロ 829 ( 802 ) 27 2019年 10月5日

徳島 793 ( 766 ) 27 2019年 10月1日

香川 818 ( 792 ) 26 2019年 10月1日

愛媛 790 ( 764 ) 26 2019年 10月1日

高知 790 ( 762 ) 28 2019年 10月5日

福岡 841 ( 814 ) 27 2019年 10月1日

佐賀 790 ( 762 ) 28 2019年 10月4日

長崎 790 ( 762 ) 28 2019年 10月3日

熊本 790 ( 762 ) 28 2019年 10月1日

大分 790 ( 762 ) 28 2019年 10月1日

宮崎 790 ( 762 ) 28 2019年 10月4日

鹿児島 790 ( 761 ) 29 2019年 10月3日

沖縄 790 ( 762 ) 28 2019年 10月3日



(原稿例)

地域別最低賃金額が改定されました

0 都道府県ごとに決定される地域別最低賃金額が下表のとおり改定され、 10月1日から

順次発効します。

O 最低賃金は、最低賃金法に基づき、国が賃金の最低額を定めたものです。

0 最低賃金は、パート、学生のアルバイト、嘱託などといった雇用形態やその呼称にか

かわらず、すべての労働者に適用されます。

0 仮に、労使の合意により最低賃金額より低い賃金を定めたとしても、それは、最低賃

金法によって無効とされ、最低賃金額と同様の定めをしたものとされます。

0 地域別最低賃金額以上の賃金額を支払わない場合には、罰金(上限50万円)が科せら

れる場合があります。

0 派遣労働者は、派遣先の事業場に適用される地域別最低賃金額が適用されます。

0 中小企業・小規模事業者に向けて、生産性向上を支援する業務改善助成金や働き方改

革推進支援センターにおける相談等の支援策を設けています。詳細は厚生労働省 HPの

検索画面又は検索エンジンから「業務改善助成金」で検索して下さい。

令和元年度地域別最低賃金改定状況

都道府県名
時間額

発効年月日 都道府県名
時間額

発効年月日 都道府県名
時間額

発効年月日
【円】 【円】 【円】

北海道 861 R1.10.3 石川 832 R1.10.2 岡山 833 R1.10.2 

青森 790 R1.10.4 福井 829 R1.10.4 広島 871 R1.10.1 

岩手 790 R1.10.4 山梨 837 R1.10.1 山口 829 R1.10.5 

宮城 824 R1.10.1 長野 848 R1.10.4 徳島 793 R1.10.1 

秋田 790 R1.10.3 岐車 851 R1.10.1 香川 818 R1.10.1 

山形 790 R1.10.1 静岡 885 R1.10.4 愛媛 790 R1.10.1 

福島 798 R1.10.1 愛知 926 R1. 1O~ 1 高知 790 R1.10.5 

茨城 849 R1.10.1 三重 873 R1.10.1 福岡 841 R1.10.1 

栃木 853 R1.10.1 滋賀 866 R1.10.3 佐賀 790 R1.10.4 

群馬 835 R1.10.6 京都 909 R1.10.1 長崎 790 R1.10.3 

埼玉 926 R1.10.1 大阪 964 R1.10.1 熊本 790 R1.10.1 

千葉 923 R1.10.1 兵庫 899 R1.10.1 大分 790 R1.10.1 

東京 1，013 R1.10.1 奈良 837 R1.10.5 宮崎 790 R1.10.4 

神奈川 1，011 R1.10.1 和歌山 830 R1.10.1 鹿児島 790 R1.10.3 

新潟 830 R1.10.6 鳥取 790 R1.10.5 沖縄 790 R1.10.3 

富山 848 R1.10.1 島根 790 R1.10.1 



令和元年9月 20日

ご担当者様

厚生労働省労働基準局賃金課

業務改善助成金リーフレットの送付について

平素より労働基準行政に御協力を賜り誠にありがとうございます。

「令和元年度最低賃金額の改定に関する周知・広報の実施等について(協力依

頼)Jにおいて、改定最賃額及び発効日の周知について御協力のお原品、を申し上げ

たところですが、厚生労働省では、最低賃金の引上げに向けた中小企業事業主へ

の生産性向上のための支援の一環として、「業務改善助成金jの支給を行っており

ますので、傘下の会員等に対してあわせて周知いただきたくご案内させていただ

きました。

業務改善助成金については、厚生労働省のホームページ (https:/ /www. mh1w. 

go. jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shi 

enjigyou/03. htm1)でご案内しておりますとともに、リーフレットを同封させ

ていただきます。ご不明な点等ございましたら、下記担当者までお問い合わせ

ください。

記

業務改善助成金リーフレット -・ 1部

【担当者】

厚生労働省労働基準局

賃金課賃金・退職金制度係

代表:03-5253-1111 (内線:5533) 



『業務改善助成金』は、 中小企業・小規模事業者の生産性向上を支援することで、

「事業場内最低賃金(事業場内で最ち低い賃金)Jの引上げを図るための制度です。

、事業場内最低賃金を30円以上引き上げ、;官l設備投資(機械設備、 POSシステム等の導入)などを行った場合に、その費用の一部を助成します。 ※ 「設備投資など」の具体例は裏面を参照してください。

概要

:::J-A 関|品|一一一一IーII
1"'3人 I5 0万円 l事業場内最低賃金800円未満

の事業場 4/5 
かっ

30円コース I 4"'6人 | 70万円 |事業主内最低賃金と棚リ最低 |生産性問満たした場合は
(800円未満) 貝金の差額が30円以内 9/10 (※) 

及び

7人以上 I100万円 i事業場規模30人以下の事業場

1"'3人 I5 0万円

事業場内最低賃金と地域別最低 | 3/4 
30円コース I 4"'6人 I70万円 i 賃金の差額及がび30円以内

事業場規模30人以下の事業場 |生産性要件を満たした場合は
4/5 (※) 

7人以上 I100万円

(※)ここでいう「生産性」とは、企業の決算書類から算出した、労働者1人当たりの付加価値をいいます。助成金の支給申
請時の直近の決算書類に基づく生産性と、その3年度前の決算書類に基づく生産性を比較し、伸び率が一定水準を超えて
いる場合等に、加算して支給されます

ご留意頂SEい事項

。過年度に業務改善助成金を受給したことのある事業場であっても、盟盛M墾となります。

。 f人材育成・教育訓練費Jf経嘗コンサルティング経費Jも設備投資などに含まれるため、助成対象となります。

ホ問い合わ世先
回目占転調回

・全国47都道府県に設置している「働き方改革推進支援センターJ(こ、お気軽にお問い合わせください。器搭蜜器・「働き方改革推進支援センター」の所在地及び電話番号は、インターネットでこ確認ください。 面識縞l;

申請先

。業務改善助成金の申請・支給の窓口は、都道府県労働局です。

申請する事業場が所在する地域の労働局にお尋ねください。【担当部署]各労働局雇用環境・均等部(室)



~・業務政善助成金c;)活同事例・~

-E雪哲醇雪哲男雪覇軍軍事E君胃璽君胃理圃・
ベルトコンベアの導入による弁当の盛り付け作業の効率化:

く企業概要〉

I所在地]新潟県 [従業員数140人
[事業の種類]食晶製造販売業

;く課題と対応〉弁当製造における盛り付け時闘を削減するため、設備投 :

・資による業務効率化を検討してきた。

:配謄台の周りを従業員が移動して盛り付けを行っていたため、業務が非 .

.効率になっている状況でした。そ乙で、助成金を活用してベルトコンベア ・

:を導入しました。 ... 富島、

-・・・E璽mm;霊園置霊園1M

く独自の工夫>

以前は4種類の価格帯の
弁当を製造していたが‘1
種類に集約することで製造。

の効率化が図られ、仕入リ

スクも軽減している。

<実施内容>ベルトコンベアの導入で弁当の盛り付け時間が2時間から1時間30
分に短縮し、同じ時間で1096多く弁当を製造することができるようになった。

く成果>弁当の盛り付け時間の削減によって生産性が向上し、28人の従業員の
時間給(事業場内最低賃金)を30円引き上げた。さらに‘事業場内最低賃金以外
の従業員の賃金の引上げを実施した。

新型の大容量釜導入による仕込み作業・清掃作業の効率化 :

く企業概要〉

[所在地l栃木県 [従業員数1115人
ー [事業の種類]麺類の製造及び販売業

:く課題と対応〉麺製造時の仕込み回数や生産昆目切り替え時の釜の清掃 :

:時闘を削減するため、設備投資による業務効率化を検討してきた。

:一度に大霊の仕込みができす、また、生産品目を切り替える際の釜の清掃 :

・に時間を要していたため、業務が非効率になっている状況でした。そこで、 :

:助成金を活用して新型の大容量釜を導入しました。....-.....

胸躍鰯醗欝轟轟種誠鞠• 

く実施内容>大型で、生産品目の切り替え時に、麺製造時の残り物が落ちやすい釜

に変えたことで‘一度に大量の仕込みが可能となり作業の負担軽減・能率向上、光熱

費削減が図られるとともに、清掃作業負担が軽減し、清掃に係る人員や時簡を削減

することができた。可

<成果>仕込み作業の効率化釜の清掃負担の軽減によって生産性が向上し、8

人の従業員の時間給(事業場内最低賃金)を40円引き上げた。さらに、事業場内
最低賃金以外の従業員の賃金の引上げを実施した。

セミセルフPOSレジの導入によるレジ業務の効率化

:く企業概要〉

・[所在地]熊本県 [従業員数124人

: [事業の種類]生鮮食料品小売業 一

・く課題と対応>繁忙時のレジ待ちの行列を削減するため、設備投資による :

:業務効率化を検討してきた。

:購入代金や釣銭の受け渡しまでをすべて従業員が行っていたため、顧客 ;

:の多い時間帯でレジ待ちの行列ができる状況でした。そこで、助成金を活 ・

:?????jk 
[匪姐盛還請車率適量副盟国掴-• 

人事課長

く独自の工夫〉

各冷蔵ケスの本体電源を
こまめにOFFにしたり、(別ス .
:イッチを取り付け〕‘同業他社 :

く導入前〉 〈導入後> 1:と比べ営業時間を短くしつつ:

園醜鰻調藤腺蹴韓鵬縄開園・
.商品を売りつくすようにした
りし、廃棄ロスや保管設備賓
の削減につなげている。

<実施内容>商品のパコ ド読み取り後の購入代金や釣銭の受け渡しを顧客が
機械で行うようにしたことにより、精算時間が短縮し、同じ崎閣でより多くの精算処
理をすることができた。

く成果>レジ業務の削減によって生産性が向上し、23人の従業員の時間給(事業
場内最低賃金)を52円引き上げた。さらに、事業場内宣言低賃金以外の従業員の賃
金の引上げを実施した。

新型食器洗浄機の導入による洗浄業務の効率化と

光熱・洗剤費用の削減

:く企業概要〉

・[所在地]広島県 [従業員数161人

: [事業の種類]ホテル業

:く課題と対応〉食器洗浄に要する人員、時間、電力、水、洗剤を削減するた :

:め、設備投資による業務効率化を検討してきた。

: 25年前に導入した食器洗浄機を使っていたため、洗浄に要する人員・時 :
.問・経費がかかり、業務が非効率となっている状況でした。そこで、助成金 :

:を活用して新型の食器洗浄機を導入しました。

陸空墜整遅盈岡担割・・・• 

<実施内容>新型食器洗浄機を導入したことにより、洗浄 乾燥に係る人員や時

間、電力、水、洗剤を削減することができた。また、掃除や整理整頓など、他の作業

時間を創出できた。

く成果>食器洗浄にかかる人員や時間の削減によって生産性が向上し、1人の従
業員の時間給(事業場内最低賃金)を40円引き上げた。さらに、事業場内最低賃
金以外の従業員の賃金の引上げを実施した。


